
平成 25 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（ 内閣府 ） 

制 度 名 特定収入に係る消費税制上の所要の措置 

税 目 消費税 

要

望

の

内

容 

 
消費税の仕入税額控除の特例について、課税仕入れに係る税額の計算上、不課
税仕入れ額に相当する特定収入を調整計算の対象に含めないなどとすること
で、不課税取引に係る不合理な消費税額の負担を是正する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 平年度の減収見込額 

（制度自体の減収額） 
－ 百万円 

（ － 百万円） 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

公益法人等の活動環境を整備する。 

 

⑵ 施策の必要性 

・現行、消費税の納付税額は、課税売上げに係る消費税額から課税仕入れに係
る消費税額（仕入控除税額）を控除して計算することとなっているが、特定
収入（寄附金収入等の対価性のない収入）は総収入に占めるその割合に応じ
て、一部が課税仕入れに充てられるものとみなされて、そのみなされた課税
仕入れに係る税額について仕入控除税額から控除される。 

・このため、助成金支出などの不課税仕入れに充てられる特定収入であって
も、特定収入が増えるほど仕入控除税額からの控除額が多くなり、多額の消
費税を負担することとなるという不合理な結果となっている。 

・現行制度からは、影響金額が小さいと想定されてきたことを踏まえ、課税計
算の便宜上、本来負担する必要のない消費税を公益法人等に負担させている
ものと考えられる。しかし、寄附・助成活動の活発化をはじめとした不課税
取引の増加、及び税率の上昇を見込むと、当該不合理は、可能な限り排除さ
れなければならない。 

・このため、不課税仕入れに充てる特定収入については、課税仕入れに充てら
れるものとみなさないとすることなどにより、特定収入に係る不合理な取扱
いを是正する必要がある。 

・以上の理由により、本税制改正要望を行うものである。 

 

 

 

 

 

 



今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

【政策】 
１５．公益法人制度改革等の推進 
【施策】 
①新しい公益法人制度への円滑な移行と適正な法人運営の確保 
 

政 策 の 

達成目標 

現行制度における、不課税取引に係る不合理な消費税額の負担
を是正することで、公益法人等の活動環境が整備される。 
 
 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

公益法人等の活動基盤が整備されることで、法人の行う公益活
動が活発化する。 
 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

現時点（平成 24 年７月末）において、公益社団・財団法人数は
約 5,400 法人となっている。（別表第三に掲げられた他の法人
類型については把握していない。） 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

不課税取引に係る不合理な消費税額の負担を是正することで、
公益法人等の活動環境が整備される。 
 
 
 

相 

当 

性 
当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

助成金支出などの不課税仕入れに充てられる特定収入であって
も、特定収入が増えるほど仕入控除税額からの控除額が多くな
り、納付税額が増加するのは、明らかに不合理である。 
 



こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 
 

― 
 
 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 

― 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
 

― 
 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
 

― 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
 

― 
 

 


